
日弁連総第６７号

２０１０年（平成２２年）１１月９日

東京拘置所長 佐 藤 吉 仁 殿

日本弁護士連合会

会長 宇都宮 健 児

勧 告 書

当連合会は，Ｘの申立てに係る人権救済申立事件（２００９年度第３号人権救済

申立事件）につき，貴所に対し，以下のとおり勧告する。

第１ 勧告の趣旨

貴所において，申立人に対し，２００６年１１月１日及び２００８年１２月１

日からの収容期間を通じて，カウンセリングの機会を設けるなど，性自認と異な

る男性としての収容を行うことに伴う苦痛の緩和のための措置が行われていない

こと，男性としての基準に基づいて調髪を行ったこと，申立人が全裸となる検身

や入浴の機会に女性職員が処遇していないこと，申立人に対して女性職員による

処遇が一切行われなかったこと及び２００８年１２月１日からの収容期間中，女

性下着の使用を認めず，女性用の衣類を支給しなかったことは，いずれも性同一

性障がいを有する申立人の性自認に反した処遇であり，申立人の人権を侵害する

ものである。今後，同様の人権侵害を生じないよう，性同一性障がいに関する理

解を深めるとともに，性同一性障がいを有する被収容者の性自認を尊重した処遇

として，性自認が女性である性同一性障がいを有する者に対し，以下の処遇を行

うよう勧告する。

１ カウンセリングの機会を与えるなど，性自認と処遇上選択可能な処遇との乖

離によって生ずる苦痛を可能な限り緩和するための措置をとること。

２ 女性被収容者に認められている着衣を認めること。

３ 調髪を行う場合，女性被収容者に認められている髪型の選択を認めること。

４ 入浴の立会い並びに申立人が全裸となる身体及び着衣の検査は，女性職員が

行い，男性職員が補助を行う場合も性同一性障がいを有する者の人権を侵害し

ないよう十分配慮すること。併せて，運動時の立会いについても，配置上可能

な限り，女性職員が中心に行うこと。



第２ 勧告の理由

別紙「調査報告書」記載のとおり。



日弁連総第６７号

２０１０年（平成２２年）１１月９日

静岡刑務所長 竹 中 樹 殿

日本弁護士連合会

会長 宇都宮 健 児

勧 告 書

当連合会は，Ｘの申立てに係る人権救済申立事件（２００９年度第１０号人権救

済申立事件）につき，貴所に対し，以下のとおり勧告する。

第１ 勧告の趣旨

貴所において，申立人に対し，カウンセリングの機会を設けるなど，性自認と

異なる男性刑務所での収容であることに伴う苦痛の緩和のための措置が行われて

いないこと，男性としての基準に基づいて調髪が行われていること，女性用の下

着の使用を認めず，女性用の衣類の支給をしていないこと，申立人が全裸となる

検身や入浴の機会に女性職員が処遇していないこと，申立人に対して女性職員に

よる処遇が一切行わていないこと及び治療の機会という観点でも，申立人に性同

一性障がいに関して治療可能な医師による診察の機会を与えていないことは，い

ずれも性同一性障がいを有する申立人の性自認に反する処遇であり，申立人の人

権を侵害したものである。今後，このような人権侵害を生じないよう，性同一性

障がいに関する理解を深めるとともに，性同一性障がいを有する被収容者の性自

， ，認を尊重した処遇として 性自認が女性である性同一性障がいを有する者に対し

以下の処遇を行うよう勧告する。

１ カウンセリングの機会を与えるなど，性自認と選択可能な処遇との乖離によ

って生ずる苦痛を可能な限り緩和するための措置をとること。

２ 女性被収容者に認められている着衣を認めること。

３ 調髪を行う場合，女性被収容者に認められている髪型の選択を認めること。

４ 入浴の立会い並びに申立人が全裸となる身体及び着衣の検査は，女性職員が

行い，男性職員が補助を行う場合も性同一性障がいを有する者の人権を侵害し

ないよう十分配慮すること。併せて，運動時の立会いについても，配置上可能

な限り，女性職員が中心に行うこと。



５ 性同一性障がいを有する者の苦痛緩和のために必要な医療的な措置につい

て，その機会を保障するため，性同一性障がいに関して治療可能な医師による

診察の機会を与えること。

第２ 勧告の理由

別紙「調査報告書」記載のとおり。
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事件名 刑事施設における性同一性障がい者の取扱いに関する人権救済申立

事件（２００９年度第３号，２００９年度第１０号）  

受付日 ２００９年（平成２１年）４月１６日，同年６月１９日  

申立人 Ｘ  

相手方 東京拘置所，静岡刑務所  

 
第１ 結論 

 １ 相手方東京拘置所に対して，以下のとおり勧告する。 

   貴所において，申立人に対し，２００６年１１月１日及び２００８年

１２月１日からの収容期間を通じて，カウンセリングの機会を設けるな

ど，性自認と異なる男性としての収容を行うことに伴う苦痛の緩和のた

めの措置が行われていないこと，男性としての基準に基づいて調髪を行

ったこと，申立人が全裸となる検身や入浴の機会に女性職員が処遇して

いないこと，申立人に対して女性職員による処遇が一切行われなかった

こと及び２００８年１２月１日からの収容期間中，女性下着の使用を認

めず，女性用の衣類を支給しなかったことは，いずれも性同一性障がい

を有する申立人の性自認に反した処遇であり，申立人の人権を侵害する

ものである。今後，同様の人権侵害を生じないよう，性同一性障がいに

関する理解を深めるとともに，性同一性障がいを有する被収容者の性自

認を尊重した処遇として，性自認が女性である性同一性障がいを有する

者に対し，以下の処遇を行うよう勧告する。    

(1) カウンセリングの機会を与えるなど，性自認と処遇上選択可能な処

遇との乖離によって生ずる苦痛を可能な限り緩和するための措置を

とること。 

(2) 女性被収容者に認められている着衣を認めること。 

(3) 調髪を行う場合，女性被収容者に認められている髪型の選択を認め

ること。 

(4) 入浴の立会い並びに申立人が全裸となる身体及び着衣の検査は，女

性職員が行い，男性職員が補助を行う場合も性同一性障がいを有する

者の人権を侵害しないよう十分配慮すること。併せて，運動時の立会

いについても，配置上可能な限り，女性職員が中心に行うこと。 

 

 ２ 相手方静岡刑務所に対して，以下のとおり勧告する。 

   貴所において，申立人に対し，カウンセリングの機会を設けるなど，



 

2 
 

性自認と異なる男性刑務所での収容であることに伴う苦痛の緩和のた

めの措置が行われていないこと，男性としての基準に基づいて調髪が行

われていること，女性用の下着の使用を認めず，女性用の衣類の支給を

していないこと，申立人が全裸となる検身や入浴の機会に女性職員が処

遇していないこと，申立人に対して女性職員による処遇が一切行わてい

ないこと及び治療の機会という観点でも，申立人に性同一性障がいに関

して治療可能な医師による診察の機会を与えていないことは，いずれも

性同一性障がいを有する申立人の性自認に反する処遇であり，申立人の

人権を侵害したものである。今後，このような人権侵害を生じないよう，

性同一性障がいに関する理解を深めるとともに，性同一性障がいを有す

る被収容者の性自認を尊重した処遇として，性自認が女性である性同一

性障がいを有する者に対し，以下の処遇を行うよう勧告する。 

(1) カウンセリングの機会を与えるなど，性自認と選択可能な処遇との

乖離によって生ずる苦痛を可能な限り緩和するための措置をとるこ

と。 

(2) 女性被収容者に認められている着衣を認めること。 

(3) 調髪を行う場合，女性被収容者に認められている髪型の選択を認め

ること。 

(4) 入浴の立会い並びに申立人が全裸となる身体及び着衣の検査は，女

性職員が行い，男性職員が補助を行う場合も性同一性障がいを有す

る者の人権を侵害しないよう十分配慮すること。併せて，運動時の

立会いについても，配置上可能な限り，女性職員が中心に行うこと。 

(5) 性同一性障がいを有する者の苦痛緩和のために必要な医療的な措

置について，その機会を保障するため，性同一性障がいに関して治

療可能な医師による診察の機会を与えること。 

 

第２ 事案の概要と申立ての趣旨   

  １ 事案の概要                                            

   申立人は，生物学的性別が男性であるが，自身を女性とする性自認を

有しており，性同一性障がいとの診断を受けたものである（なお，２０

０９年９月１７日付けで黒羽刑務所及び法務省に対して勧告を行った

刑事施設における性同一性障がい者の取扱いに関する人権救済申立事

件（以下「前件」という。）の申立人である。）。  

   申立人がかかる身柄の拘束を受けた時点の状態としては，名は女性名
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に変更し，服装も女性らしい服装を着用して生活していたが，性別適合

手術は行っておらず，ホルモン療法やカウンセリングも中断していた状

態であった。 

   申立人は，２００６年に刑事事件を起こし，同年７月から，春日部刑

務所，さいたま拘置支所，相手方東京拘置所を経て黒羽刑務所に収容さ

れ，同刑務所で起こした傷害事件のため，さらに相手方東京拘置所を経

て，現在，相手方静岡刑務所に収容されている。 

   申立人は，これらのうち，２００６年１１月１日から２００７年１月

１６日までと２００８年１２月１日から２００９年３月５日までの相

手方東京拘置所収容期間中及び２００９年３月５日からの相手方静岡

刑務所収容に関し，自らの性自認に沿った処遇を受けられないことが人

権侵害にあたるとして，その処遇の区分及び処遇の内容について人権救

済申立てを行ったものである。 

   具体的な申立ての理由としては，女性刑務所（拘置所においては女区）

への収容がなされないこと，処遇内容としては，両施設の①男性の頭髪，

服装の基準によって処遇されていること，②入浴の立会刑務官が男性で

あること，③女性刑務官や女性受刑者など同性と接する機会のないこと

を挙げ，また，相手方静岡刑務所においては，④専門医によるカウンセ

リング療法及びホルモン療法を受けることができないことなどが人権

侵害にあたるというものである。 

   

２ 申立ての趣旨                                             

(1) 女性刑務所またはこれと同等の施設への移送を求める。  

(2) 以下の処遇が行われなかった点について，相手方東京拘置所におい

ては，人権侵害の判断を，相手方静岡刑務所においては，人権侵害

の判断に加え，女性受刑者と同じように以下の処遇が受けられるこ

とを求める。 

①   女性の髪型を認めること。 

   ②   女性用の衣類・下着ほか，女性に認められる物品の使用を認める

こと。 

   ③   入浴及び検身について女性職員が立ち会うこと。 

   ④   カウンセリング療法やホルモン療法を受けられるようにするこ

と。 
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第３ 調査の経過  

  ２００９年４月２３日及び２００９年６月１９日にそれぞれ予備審査

開始となり，２００９年１２月９日，予備調査として，申立人からの聴

取及び相手方静岡刑務所職員からの聴取を行ったほか，本調査として，

相手方静岡刑務所，相手方東京拘置所に対する文書照会，法務省からの

ヒアリング及び申立人の従前の主治医からのヒアリング等を行った。 

 

第４ 申立人の主張と，事件委員会から相手方に対する照会の回答及びヒア

リングの結果 

  前記調査結果より，申立人の主張する処遇の経過と各相手方の照会回答

及びヒアリング結果は，以下のとおりである。 

 １ １回目の収容期間中の相手方東京拘置所の処遇 

(1) 申立人の主張 

    ２００６年１１月１日から２００７年１月１６日まで収容された。

収容の区分は，男性で独居であった。 

    収容時に着替えをするよう言われた際，「私は性同一性障がいです。

着替え（の立会い）は女性の刑務官にして欲しい。」「私は女性と

して生活しており，男性刑務官の前では恥ずかしくてとても着替え

られません。女性刑務官の人に立ち会って欲しい。」と告げたが，

担当の男性職員２名から「あなたに女性刑務官を立ち会わせること

はできない。」と言われたため，着替えを拒否したところ，男性職

員数名によって保護室に連れて行かれ，同室に５名程度の男性職員

が立ち会って衣類を脱がされた。この際，シャツ，ズボンは自ら脱

いだが，更に検身を行うために下着を脱ぐよう言われた際には，「こ

れ以上脱げません。勘弁してください。」と言ったが，立会いの職

員２名が「駄目だ全部脱げ。自分で脱げないなら，強制的に脱がす

からな。」と言われ，結局，下着については男性職員２名の手で脱

がされることとなった。 

    支給された衣類は，いずれも男性用であったため，下着については

着用しなかった。所持していた女性用下着の着用は，収容当初の申し

入れでは断られたが，４～５日後に再度申し入れたところ，検討する

と言われ，２００６年１１月２４日以降は着用を認められた。 

    調髪は，２００７年１月１０日に１回のみ実施し，いわゆる坊主刈

りにされたが，長さは１６mm とされた。 
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    入浴は，別紙図のような浴場で行ったが，廊下から浴室のドア（②）

についているのぞき窓には白い紙が貼られ，立会いの職員は，廊下側

にいる状態で，収容翌日に浴槽に入った以外は，期間中に２～３回程

度，③の辺りで衣類をつけたまま衣類の下にタオルを入れて手の届く

範囲を拭くだけであった。 

(2) 相手方東京拘置所の主張 

    上記申立人の主張に対して，相手方東京拘置所へ書面照会を行った

が，既に記録を相手方静岡刑務所に引き継いでいるため回答できな

い旨の回答があった。この点は，前件における調査時も同様の回答

であった。 

    このため，さらに記録送付先とされた相手方静岡刑務所に照会を行

ったところ，収容区分について，男性で単独収容であったこと，性

同一性障がいの申し出があったか不明であるが，「性同一性障害者

の性別の取扱いの特例に関する法律（以下「特例法」という。）第

２条に該当しないことから男性として収容する判断であったと考え

られること及び未決拘禁者に対しては単独収容を原則とする点と本

人の資質を考慮した収容を行ったと考えられることが回答されたほ

か，具体的な処遇内容に関して，当初入所時の検身については男性

職員３名があたったこと，２００６年１１月２日に入浴を実施した

ほかは入浴を拒否していたこと，本人から領置していた女性下着に

ついて２００６年１１月２２日に引渡願いが出され許可したこと及

び差入れも保安上支障なければ許可する旨告知したことが回答され

るに止まった。 

  

２ 第２回目の収容期間中の相手方東京拘置所の処遇 

(1) 申立人の主張 

    ２００８年１２月１日から２００９年３月５日まで収容された。収

容の区分は男性で独居であった。 

    収容時には，自らが性同一性障がい者であることを告げたが，既に

これまでの相手方東京拘置所及び黒羽刑務所での経験から無意味と

考えて，着替えや検身の立会いについて女性職員にするよう言うこ

とまではしなかった。着替えは，男性職員７～８名が立ち会い，検

身は着替えの場所から近い別室で，男性職員１名立会いで行われた。

この際も抵抗しても意味がないと考えて自ら下着も脱いだが，性器
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は手で隠そうとしたところ，職員から「拒否したら大勢の職員で無

理にでも性器の検身をする。」と言われたため，やむなく従った。 

    貸与された衣類は全て男性用のものであり，女性下着の使用は何回

か申し入れたが，いずれも認められなかった。 

    調髪は，２００９年１月下旬及び２月下旬頃に実施され，いずれも

坊主刈りであり，申立人から前回収容時の処遇を伝えたが，前回よ

りも短く切られてしまった。 

    入浴は，前回浴室と作りが違う等と言われて窓に紙を貼ってもらえ

なかった。浴槽には一度も入らず，別紙③の付近で着衣のまま，衣

類の下に手を入れて届く範囲を拭くという方法を，期間中２～３回

行った。 

(2) 相手方東京拘置所の回答 

     相手方東京拘置所は，前項同様に，記録が相手方静岡刑務所に引き

継がれたとして回答していない。また，相手方静岡刑務所に対して

の照会では，前記の回答のほか，特に２００８年１２月１日以降の

収容に関する回答としては，入所時の検査について立会職員の人数

が不明であること，２００９年１月２４日に申立人より入浴，運動

について女性収容者と同じ扱いにして欲しい旨の申し出があった

が，男性収容者として処遇することを告知したことが回答された。 

 

 ３ 相手方静岡刑務所における処遇 

(1) 申立人の主張 

    ２００９年３月５日から現在まで収容されている。収容は独居であ

る。 

    入所時に全裸での検身が行われたが，これまでの黒羽刑務所及び相

手方東京拘置所の経験から，抵抗しても強制されると諦めて従った。 

    その後，着衣での検身はされなかったが，２００９年５月頃，玉検

と呼ばれる性器の検査をやると言われ，刑事施設委員会にやらない

で欲しいと申し入れて面接を受け，その後は玉検を実施する旨の話

はなされなくなった。 

    入浴は２００９年３月６日に一度実施し，浴槽にも入ったが，検身

の時と同様，強制されると考えたため従った。衝立があったが，不

安なのでその後は拒んでおり，当初は入浴するよう働きかけがあっ

たが，その後は余りされていない。代わりに房内で体を拭くことに
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なっているが，１～２か月に１度実施しているのみである。一度，

着替えの際に不意に覗かれた経験があって不安であるため，余り実

施したくないと考えている。なお，収容されている房室は，午前中

には１５０cm 程度の衝立を置いているが，窓が全部隠れるものでは

なく，拭身の際には１８０cm 程度の衝立が置かれている。 

    貸与されている衣類はいずれも男性用である。 

    調髪も男性の基準に沿って月１回実施され，坊主刈りであるが，他

の収容者よりも長い１６mm である。なお，この際に洗髪をしている。 

    衣類や調髪について，入所時と２００９年６月に担当が交代した際

に，それぞれ願箋を出して改善を求めたが，担当職員から「上司の

指示があればやるけれど，ないからできない。」と言われ，また，

前件の勧告書が出た後に，上司の人が来て話があったが「施設とし

ては間違ったことはしていないので，心得ておくように。」と言わ

れ，希望する処遇については，「親方（法務大臣）から指示があれ

ばやるが，それがなければできない。」旨言われた。 

    運動は，立会いが女性職員ではないため実施していない。 

    性同一性障がいに関する受診は内部，外部いずれでも実施しておら

ず，カウンセリングを受けたいとの希望は出しているが実施されて

いない。 

    女性受刑者は，バスタオルやリンスを使用できると刑務所にあった

「しおり」に書いてあったので使用できるようにしてもらいたいと

思っている。 

    不安や苦痛を感じて，夜眠れず，体力が低下していて辛い。自殺し

たいという気持ちが強まっている。 

(2) 相手方静岡刑務所の主張 

    これに対して，相手方静岡刑務所は，処遇担当官からの聴取及び書

面照会に対して以下のように回答している。 

    相手方静岡刑務所には，未決，既決併せて１，０００名弱収容して

おり，常時１０名程度の女性の未決収容者がいる。また，女性刑務

官は，３名配置されている。 

    申立人の事情については，引継時に聞いているため，個別の処遇要

領を定めている。これは特に性同一性障がいがある場合に定めるも

のではなく，当該個人の状況に合わせて作るものであり，他にも数

名個別の処遇要領を作成している収容者がいる。 



 

8 
 

    入所時の検身の扱いは，裸体での健診を実施し，男性刑務官２名が

立ち会って行われたが，身体に触れることはなく，また，衣類は自

ら指示に従って脱いだ。通常の検身は，着衣の上から触る程度の検

査を他の収容者同様に実施しているが，性器の検査などは実施して

いない。 

    衣類は，申立人から女性用の衣類を求める要望がされているが，男

性用の衣類を支給している。理由は，身体面から女性衣類の着用の

必要性はなく，女性衣類の着用を認める場合に，他の男子受刑者に

よる性的な規律違反行為をも誘発しかねないことである。法務省か

らの対応の指針などがあれば対応するが，それがない現状では男性

用を支給する方針である。 

    調髪は丸刈りで月１回実施している。 

    収容は，当初より昼夜単独室であり，作業も房内で行っている。 

    入浴は個別に実施し，浴室入口に平行に衝立をたて，窓を隠した状

態とすることで働きかけを行っているが，申立人が拒否しており，

入浴は実施されていない。このため，室内で，夏季は週に３回，冬

季は週に２回の入浴実施日ごとに拭身を許可しているが，洗髪はし

ていない。衝立は，浴室の利用時には入浴場の扉前に，窓のない高

さ１６９cm，幅９２cm の大きさの衝立を入口と平行に立てており，

居室内の式身の際には居室扉前に高さ１５０cm，幅１００cm の衝立

をやはり入口と平行に立てている。 

    運動は，毎日個別に仕切られた区画で実施する機会があり，働きか

けはしているが申立人が拒否しているため実施しておらず，房内で

の体操などを行っている。この際にも衝立（１５０cm×１００cm）

を置いている。 

    女性の職員は配置されているが，申立人が男性器を有していること

や職員の抵抗も懸念されること及び勤務状況からも，申立人の処遇

時の立会いは困難であり行っていない。 

    投薬やカウンセリングなどの状況は，特段の実施はされておらず，

医務の希望は２００９年１０月２８日に見られたが，医務部での診

察を拒んで申し出は取り下げられている。また，処遇方針として，

処遇上，医療上の観点から必要性が認められる場合を除き，性同一

性に着目した治療は原則として実施していない。 

    他には，積極的な声かけや定期的面談によって本人の心情の安定を
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図っているほか，生活場面一般は他の収容者と同様の処遇としてい

る。なお，詳細な個別の処遇方針は施設の管理運営上回答できない。 

    前件の勧告書については，すぐに実施できるものではないと考えて

おり，特にこれによる対応はしていない。また，勧告書が出された

後に法務省より処遇内容の照会があったが，以降特に何らも示され

ていない。なお，２０１０年７月２１日付け回答の時点では，調髪

に関して社会復帰に備えた蓄髪を許可する方針であるが，医療の実

施を含めて，性同一性障がいという観点からの処遇としては，現在

の処遇を変更する方針は回答上認められなかった。 

  

４ 法務省からのヒアリング結果 

   前記のとおり，相手方静岡刑務所においては，処遇についての方針と

して，法務省からの指針などがなされていないことを挙げて，衣類や

調髪についての処遇の方針としては，男性の基準に基づいて行う旨を

回答している。このため，法務省に対し，改めて指針の作成状況及び

指針未作成の場合，処遇の方針について，各施設の対応状況に関する

法務省の認識について，２０１０年３月２５日にヒアリングを実施し

た結果，下記の状況であった。 

(1) 刑事施設における性同一性障がいを有する者の収容状況 

    刑事施設における性同一性障がいを有する者の収容数について，正

式に行った網羅的な調査は現在までないが，２００９年に聴取を行

っており，その範囲で把握し得た状況は，当時６０名程度という結

果であった。ただし，性同一性障がいとして確定診断を受けた者で

はなく，自身の申告以外に確認できる根拠がない者も含んだ結果で

ある。なお，数は戸籍上男性の者が多いが，男女別収容者総数に対

する割合では，戸籍上女性の者の方が多かった。 

    入所時の確認等では，性同一性障がいの有無を個別に確認してはい

ないが，処遇の内容に関わる点であるため，概ね把握できていると

考えている。 

(2) 各刑事施設における処遇の状況 

    上記の聴取の際に，処遇の内容についても聴取している。処遇の内

容は施設，当事者ごとに異なっているが，聴取した内容としては，

概ね適正な対応を取っていると考えている。 

(3) 処遇に関する指針の状況 
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    現在，刑事施設に収容された性同一性障がいを有する者に対する指

針等は設けていない。処遇は，各施設が法律等の範囲で検討して個

別に行っている状況である。 

    その処遇に対する評価は上記のとおりであり，現状で不当な状況が

あると考えているものではないが，施設ごとに異なる状況は好まし

いものではないため，指針等を検討している。指針とするのは，通

達等のように拘束性の高い方針を示すことは，かえって適切な個別

処遇を阻害する可能性があるためである。 

    ２００９年度内に指針をまとめることも考えていたが，時間的に困

難であり，２０１０年度にはまとめる考えでいるが，確定していな

い。また，指針の内容についても検討中であり，どのような指針を

考えているかは回答できない。 

    指針は，広く公表する性質のものではないと考えているが，指針が

出された後に個別照会された場合には回答は可能であると考える。 

(4) 法務省に対するヒアリング後の状況 

    なお，前記ヒアリングの後，指針の検討状況については，随時電話

聴取によって照会を行っているが，現時点で，指針はなお作られて

おらず，また，指針が出された後に照会を行った場合，回答するか

否かは未確定であるとしている。 

 ５ 医師からのヒアリング結果  

   申立人を診察し，１９９９年に性同一性障がいと診断した，Ｙ医師

に対して，現時点（２０１０年７月１２日時点）での治療の要否等に

ついてヒアリングを実施したところでも，申立人の現状を診察してい

ないために具体的な判断が困難であるとの回答であった。  

 

第５ 当委員会の判断 

 １ 申立人の状態 

   申立人は，自ら性同一性障がいであり，戸籍上の性別は男性であるが

性自認は女性である旨申し立てている。この点について，既に同一の

申立人による前件の勧告書において，申立人については，少なくとも

刑事施設内での処遇上の扱いを考える前提として，性同一性障がいを

有する者として扱うべきであると判断している。そして，この判断に

ついて，本件においても特にこれを否定すべき理由は調査においても

特に見受けられないものであり，同様に本件においてもこの判断を前
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提とすべきであると考える。 

 ２ 性同一性障がいを有する者の権利 

    本件は，肉体的性別が男性であり，性自認は女性という者（ＭｔＦ）

に対する刑事施設における処遇のあり方が問題となる事案である。 

    ここで女性を男性の刑務所に収容し，男性として処遇した場合を考

えると，これがその女性の人権を侵害するものであることは論を待た

ない。このような処遇が直接的な性被害の対象とされる危険及び不安

のみならず，性的羞恥心やプライバシーを侵害する状況であることは

明らかであり，異性の刑務官の前の脱衣や入浴が羞恥心を著しく害す

ることも明らかであろう。また，着衣や頭髪などを男性の規律に従っ

て強制されることは，単に自由な選択の制限という範囲を超え，女性

としての個人のあり方自体を否定するものであり，より直接に個人の

尊厳自体が侵害されているものと言えよう。 

    日本国憲法１３条は，「全て国民は，個人として尊重される」として

いるが，上記のような処遇とそこからもたらされる多大な精神的苦痛

を考えたとき，こうした処遇が個人の尊重に反することは明らかであ

る。このことから，矯正施設の収容に関しても男女の区分が分けられ

るとともに，その処遇に男女の性差に配慮した処遇を行うことが定め

られるなどしている。 

    ここで，性同一性障がいとは，もって生まれた性別やそれに付随す

る性役割に対して不快感や嫌悪感を持ち，別の性別への帰属を強く持

続的に求め，そのあるべき性別にしたがった性役割を果たしたいと考

える状態をいうとされ，性同一性障がいを有する者にとって，その性

自認は自己の意思において変更不能なものである。 

    こうした性同一性障がいを有する者の場合，その内心は，自覚する

性別に基づいた状態である。このため，ＭｔＦの受刑者が男性として

処遇される場合，その内心は，上記に指摘した男性として処遇される

女性と何ら変わるところはなく，これによる精神的苦痛も同様と考え

られる。性自認を否定された性同一性障がいを有する者の苦痛は，本

調査でも明らかであり，その深刻さを見れば，かような精神的苦痛を

伴う状態は，個人として尊重されている状態と言うことはできない。 

    そして，性同一性障がいを有する者の場合，その性自認を変更する

ことが困難であり，自らの意思によってかかる苦痛を回避できないの

であるから，苦痛を緩和するには，処遇面において性自認に沿った扱
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いをする以外に方法はない。従って，個人の尊厳から許されない精神

的苦痛をもたらす状況を緩和するための具体的権利として，性自認に

沿った取扱いを求める権利は，憲法１３条の個人の尊厳から導かれる

人権として認められるべきである。 

    本件で問題となるのは刑事施設内における処遇の問題であるが，刑

事施設の被収容者においても，憲法１３条が適用される。従って，そ

の具体的な処遇の場面において，性同一性障がいを有する者の性自認

は最大限尊重されるべきであり，これに対して他の被収用者の権利の

保障や拘禁目的との間の一定の制約があり得るとしても，その制約は，

性自認の尊重の点を考えても避けられない場合の最小限度のものが許

されるに過ぎないと言うべきである。 

    この点，東京高裁平成１９年４月１７日判決は，刑事施設内におけ

る性同一性障がいを有する者の処遇に関する事案に関し，その理由中

において日本精神神経学会によるガイドラインの公表等の医学的知見

及びその社会内の認識の変遷並びに性同一性障がい者の性別の取扱い

に関する法律（以下「特例法」という。）の成立などの点を挙げ「現

行の法令の規定は，逮捕された被疑者を警察署に附属する留置場に収

容するに当たり，性同一性障害者又はこれに当たるとする者が存在す

ることを想定して定められたとは解し難いが，以上のような事情に照

らすと，少なくとも，上記の留置場における運用に関し，上記のよう

な者の処遇の在り方の問題について検討が期待される状況が生じつつ

あることは，否定し難いところである。」としており，判例上も性同

一性障がいを有する者の性自認を尊重した処遇の検討を要する状況に

あることを指摘されている。 

    また，ヨーロッパ人権裁判所は，性同一性障がいを有する申立人（M

ｔF）が，ホルモン治療，性別適合手術を経た後に，出生登録簿の性別

訂正を求め，これが認められなかったことについて，ヨーロッパ人権

条約８条等の違反の有無が争点となった事案（グッドウィン対イギリ

ス判決，２００２年）に対し，性別は個人のアイデンティティの中核

的要素であるとし，この個人のアイデンティティ確立の権利がヨーロ

ッパ人権条約８条の根底にある人格的自律の保障に含まれる重要な権

利とし，性同一性障がいを有する者が出生証明に関する性別訂正を行

うことは，個人のアイデンティティ確立の権利として保障されるべき

ものと判断している。また，個人の利益と公の利益との衡量について
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は，「性別の適合によって得られる申立人の力に勝るような公の利益

の要素は存在しない」とした。この判断は，性同一性障がいを有する

者の聞き取りや手記等に見られる，性自認と異なる性別として生活す

ることの苦痛，自傷や自殺までに至る深い葛藤を考えれば，相当な判

断であると言うべきである。 

    以上の検討に基づき，本件申立てについては，いずれも申立人が性

自認に沿ったアイデンティティを確立するためにその性自認に沿った

生活を営むことを求める権利としての主張と理解できるものであるか

ら，相手方の個々の処遇内容について，申立人の性自認に沿った取扱

いを求める権利を制約するものである場合，その制約が行刑目的の達

成や他の者の権利の保障のための最小限度のものでなければ，この権

利を侵害したものと言うべきと考えられる。 

  

３ 相手方における処遇 

(1) 相手方東京拘置所における処遇 

    前記第３に指摘したように，相手方東京拘置所からは，１回目及び

２回目の収容期間いずれにおいても，申立人に対する処遇に関して

照会の回答はなされず，また，記録を引き継いだ相手方静岡刑務所

からも記録上確認できるごく限られた範囲での回答しかなされてい

ない状態である。 

    しかしながら，その回答結果と申立人の主張は，１回目の収容期間

中に，女性用下着の差入れについての告知等の有無に関する以外，

概ね一致するものと言えるものであり，申立人の主張が，１回目の

収容期間中の処遇について，前件の調査時点から一貫しており，２

回目の収容期間中の処遇に関しても，予備審査における聴取時点か

らその後の書面照会まで概ね一貫したものであることを考えれば，

少なくとも下記の内容は事実として認めることができる。 

   ① 申立人に関する認識 

     １回目の収容時に申立人より性同一性障がいを有する者である

ことの申告されており，また，申立人が女性らしい名の変更を行

っている事実は認識しており，性同一性障がいを有する診断の有

無も確認が可能な状態であり，少なくとも当委員会同様に申立人

が性同一性障がいであることを認識することは可能な状態であっ

た。 
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   ② 収容区分 

     男女の収容を予定した施設であるが，１回目及び２回目の収容期

間とも，申立人は男性の区分によって収容され，収容期間中は単

独室に収容されていた。 

   ③ 検身時の状況 

     申立人に対して，１回目及び２回目の収容期間のいずれにおいて

も，入所直後の時点で申立人を全裸にした上での検身が行われて

おり，その際に立ち会った刑務官は，いずれも男性であった。ま

た，１回目の収容期間の場合は，検身の立会刑務官は複数であっ

た。 

   ④ 衣類の状況 

     申立人に対して，１回目の収容期間中においては，申立人の申し

出によって自弁の下着の使用は許可していたが，２回目の収容期

間中はこれを認めず，また，１回目及び２回目の収容期間とも，

貸与する衣類は全て男性用の衣類であった。 

   ⑤ 調髪の実施状況 

     調髪は，１回目及び２回目の収容期間とも，男性の基準によって

なされており，１回目の収容期間中では１６mm であったが，２回

目の収容期間中ではこれよりも短い髪型にされた。 

   ⑥ 入浴に関する状況 

     入浴は，１回目の収容期間中は，廊下と浴室を隔てるドアにある

窓に白い紙を貼るという方法で遮蔽した上で，男性職員が廊下に

いる状態で実施された。申立人は，入所直後の２００６年１１月

２日には浴槽に入っての入浴を実施したが，その後は浴場内には

入るものの，着衣のまま，服の下で拭身したに止めた。これに対

して，２回目の収容期間中は，廊下と浴室を隔てるドアや浴室内

の脱衣場と浴場を隔てるドアのいずれも遮蔽することはされず，

男性職員が廊下にいる状態で実施され，申立人は浴槽に入って入

浴することはせず，全て着衣のままでの拭身に止めた。 

   ⑦ 処遇時の女性職員の立会い 

     相手方東京拘置所は，男女の収容を予定した施設であるため，当

然，女性職員の配置はなされていると言えるが，１回目及び２回

目の収容期間いずれも，女性職員が申立人の処遇にあたったこと

はなかった。 
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(2) 相手方静岡刑務所における処遇 

    相手方静岡刑務所については，相手方東京拘置所とは異なり，処遇

の具体的な内容についても聴取に応じ，書面照会の回答にも応じて

いる状況である。この内容の一部には異なる点が見られるが，概ね

一致したものであり，これらの点から以下の事実が認定できる。 

   ① 相手方東京拘置所の申立人に関する認識 

     相手方静岡刑務所は，先行する収容施設からの引継ぎを受けて申

立人に関する事情を認識していたとのことであるから，少なくと

も当委員会同様に申立人が性同一性障がいであることを認識する

ことは可能な状態であった。 

   ② 収容区分について 

     相手方静岡刑務所は，既決については男性を収容する施設である

が，未決に関しては女性も収容される施設である。申立人は男性

の既決拘禁者として収容されたものであり，現在まで単独室に収

容されている。 

   ③ 検身時の状況 

     申立人に対して，入所時に全裸となっての検身が行われ，女性刑

務官の処遇は行っていないのであるから，男性刑務官の立会いに

よって実施しているものと言える。 

     入所後の検身では，着衣の上から触れる程度の検身は実施するも

のの，性器の検査については実施されていない。 

   ④ 衣類の状況 

     申立人に支給されている衣類は，全て男性用のものであり，女性

用の衣類の使用は，自弁も含めて認めていない。 

   ⑤ 調髪の実施状況 

     調髪は，月１回程度行われており，男性の基準によってなされて

いるが，長さは１６mm である。なお，２０１０年７月２１日時点

では，社会復帰に備えて蓄髪が許可されている。 

   ⑥ 入浴に関する状況 

     入浴は，衝立による遮蔽の措置は予定しているが，申立人が入所

直後の１回の入浴以降拒否しているために，実施していない。こ

のため，入浴実施の機会と同程度は居室前に衝立を立てて室内で

の拭身を認めているが，申立人は着衣のままの拭身のみ行ってい

る。 
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   ⑦ 処遇時の女性職員の立会い 

     相手方静岡刑務所は，未決拘禁者としては女性の収容も予定され

ており，女性刑務官も配置されているが，申立人の処遇にあたっ

てはいない。このため，申立人は室外に運動で出ることは拒否し

ており，室内で体操程度を行うに止まっている。 

   ⑧ 医療について 

     医療の希望については，相手方静岡刑務所において正式に受け付

けられたものとして，２００９年１０月２８日時点の診察の申し

出がされている。この際，申立人の希望としては外部で専門医の

カウンセリングが希望であったと考えられるところ，施設内での

診察の機会のみが与えられたため，申立人が相手方施設内での受

診を拒んだ結果，診察の実施には至らなかった。他にカウンセリ

ング等の機会は与えられていない。また，相手方静岡刑務所の処

遇の方針としては，医療上の観点から必要性を認められる場合を

除き，性同一性に着目した治療は原則として実施していない。 

   ⑨ その他の収容上の配慮について 

     その他の処遇として，運動は居室内で行われているが，この際に

は衝立が設置され，周囲から居室内が見えにくい状態にされてい

る。他に，相手方静岡刑務所は，申立人に対する個別の処遇要領

を作成しているが，この詳細は回答がなく認定できない。ただし，

回答によれば生活一般は他の収容者と同様の処遇であるとのこと

であり，上記記載以外に特別な処遇は実施されていないと考えら

れる。 

 

 ４ 各相手方に関する人権侵害の有無 

(1) 相手方東京拘置所の処遇について 

    前記第４の４項で述べたとおり，申立人には性同一性障がいを有す

る者として，その性自認に沿った処遇を求める権利が，憲法１３条

によって保障される。これに対して，相手方東京拘置所における処

遇が申立人の自認する性別によらないものである場合，収容の目的

上の制約や，他の被収容者の権利の保障のための制約であり，また，

そのための制約が申立人の被る苦痛を考慮してもやむを得ないもの

であって，かつ，最小限の制約に止まるものでなければ，人権侵害

に該当すると言うべきである。 
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    この点，申立人に対する収容区分，調髪の基準，１回目の収容期間

中の一時期を除いた期間の着衣の基準，検身の際の立会職員の性別，

入浴時の立会職員の性別及びその他処遇時の立会職員の性別は，い

ずれも申立人の自認する性別と異なる男性としての処遇が行われて

いる。 

    そこで，これらが申立人の苦痛を考慮してもやむを得ない制約であ

り，かつ，最小限のものであるかを検討するが，上記の点について

は，前件の勧告書においても，既に指摘のある点である。すなわち，

上記処遇のうち，収容区分のみは，申立人の肉体的な状態は，なお

男性のままである状況であることから，その目的は他の被収容者，

具体的には，申立人を女性用の区画に収容した場合の女性被収容者

の保護を目的としたものと言え，とりわけ女性への性的虐待等の危

険も軽視できないことから，女性区画への男性職員等の立入りも厳

しく制限されるべきものであることを考慮すると，申立人の最も強

く要望する点であり，これが容れられないことによる苦痛が大きい

ことを考慮してもなお，男性の区画に収容することをもって，人権

侵害とまで言うことはできないと考えられる。ただし，女性の性自

認を持つ申立人を男性の刑事施設あるいは区画に収容することに

は，大きな精神的苦痛を伴うものであるから，こうした苦痛の緩和

のための適切な処置，具体的には性同一性障がいに対する専門性を

有する医師などのカウンセリングの機会を設ける等といった処置が

求められるものと考える。また，この点について，前件の勧告でも

指摘したように，性同一性障がいへの社会的な認知と理解が進むこ

とによって，なお，異なる判断となる余地があることは指摘したと

ころであり，また，そうした理解が進むことが求められるものでは

あるが，前記判断の時点となお変更すべき状況にあるとは，現時点

でも言えないと考えられる。 

    他の点においては，いずれも申立人の処遇が男性の基準に沿って行

われていることについて，これを認めるべき理由がないと考えられ

ることは，前件の勧告で指摘した点が妥当すると考えられる。 

    すなわち，着衣や調髪については，集団処遇上の斉一性の確保など

から，申立人の要望が女性の被収容者の基準には服するというもの

であって，申立人が女性としての基準で処遇されたとしても，収容

目的に支障があるとは考えがたく，とりわけ着衣の点については，



 

18 
 

現に相手方東京拘置所においても，１回目の収容時には，自弁の下

着の利用を認めており，可能な処遇であることが明らかである。 

    また，入浴時や検身時の女性職員の立会いについては，保安上の必

要性は，男性職員が保佐することによって回避することも可能であ

ると考えられるし，配置人員の状況から困難であることを考慮して

も，とりわけ全裸になる検身や入浴時の申立人の苦痛を考えた場合，

例え衝立を置くとしても，男性職員の立会いによって行うことは，

最低限の制約を超えたものであると言える。この点で，担当する女

性職員の抵抗感も主張されるところであるが，職務上の立場から異

性の身体に触れる職種は少なからずあるのであって，そもそもこれ

が職務としても女性に行わせることが認められないような行為であ

るとは言えず，少なくとも，自己の意思に基づかず異性と認識する

者から裸体を監視される立場での精神的苦痛と比し，保護を優先す

るべきであると言うことはできない。  

    そして，他の処遇時に女性職員による処遇がなされていない点につ

いては，相手方東京拘置所は，男女両者の収容を予定した施設であ

り，通常の男性刑務所に比しても女性職員の配置は多いものである

と考えられるところであり，実施は十分に可能であると思われると

ころであり，これが一切行われていない状況は，やはり人権侵害と

言うべきである。 

    以上より，相手方東京拘置所において，申立人に対して，１回目の

収容の間の一時期を除いて，女性の下着の使用を認めず，また，女

性用衣類を支給しなかったこと，男性の基準に基づいて調髪を行っ

たこと，検身及び入浴の際に女性職員を立ち会わせなかったこと，

他の処遇においても女性職員による処遇が一切なされていない点

は，いずれも人権侵害であると言うべきである。他方，性自認が女

性である申立人を男性の区画に収容したこと自体は現時点では人権

侵害とまでは評価し得ないものであるが，これに伴う苦痛の緩和の

ための処置等の配慮はなされておらず，かかる点は人権を侵害して

いるものと言わざるを得ない。 

    この点，前件の勧告書の相手方は刑務所であり，相手方東京拘置所

のうち，１回目の収容は未決としての収容であった点に違いがある

が，上記の点は，いずれであっても妥当する点であると考えられる。

むしろ，収容の目的が矯正目的ではないこと等からすれば，刑務所



 

19 
 

内での処遇の問題の際にしばしば指摘される，不平等な扱いによる

矯正目的上の悪影響等の点はかえってあたらないのであり，また，

上記に指摘したとおり，女性職員の配置数においては相手方東京拘

置所の方が多いと考えられるため，人権侵害性を否定する論拠とは

なり得ないと考える。 

    また，相手方東京拘置所の２回目の収容時期は，申立人が黒羽刑

務所において刑務官に対する傷害事件を起こした後の収容であり，

前記のように相手方東京拘置所から何ら照会への回答がなされな

いために断定はし得ないものの，自弁の女性用下着の着用の点や浴

場の遮蔽措置の点で，処遇がより申立人の性自認を否定する方向へ

変化した理由として，黒羽刑務所同様に，矯正の目的とする面があ

った可能性がある。しかしながら，前件の勧告においても指摘した

ように，申立人に多大な精神的苦痛を与える方法，すなわち申立人

の性自認を否定するような処遇を行って，これを通じて矯正を図る

ようなことは到底認められるものではないのであり，仮にこの点が

相手方東京拘置所の処遇の理由であったとしても，前記の判断は変

わらないものである。  

(2) 相手方静岡刑務所における処遇  

   ① 収容場所，衣類，頭髪及び処遇の立会刑務官の性別の点 

     相手方静岡刑務所においても，相手方東京拘置所と同様の基準に

よって，その処遇を検討する必要があると考えられるところ，前

記同様，男性刑務所に収容していること自体については，現時点

で人権侵害と言うことはできないが，相手方東京拘置所同様に，

こうした処遇自体に伴う苦痛緩和のためにカウンセリングの機会

を与えるといった処置はされておらず，この点においては人権を

侵害しているものと評価すべきである。 

     また，他の処遇に関し，相手方東京拘置所と共通する点，すなわ

ち，衣類は男性用を支給されており，女性用の下着の使用が認め

られていないこと，調髪の基準が男性の基準によって行われてい

ること，入所時の全裸となる検身や入浴の際に女性刑務官による

処遇が行われていないこと，運動時等他の場面において女性刑務

官による処遇が一切行われていないことは，いずれも人権侵害に

当たると言わざるを得ない。 

      さらに，相手方静岡刑務所においては，処遇の方針について，法
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務省からの統一的な指針の提示やあるいは個別的な指示もなされ

ていないことから，衣類や調髪の基準について，いずれも戸籍上

の性別によっているとの主張がされている。 

     しかしながら，前記第４の４のヒアリング結果にあるとおり，法

務省が指針を未だ提示していないのは事実であるが，他方で，性

同一性障がいを有する者の処遇については，そうした統一的な基

準がないため，施設ごとに適宜の判断で対応されているというの

が法務省の見解であり，特段，衣類や調髪の基準等について，特

別な指示も判断の拘束もされていないのであるから，指針が作ら

れていないことは問題であり，十分な処遇がなされない要因とな

っていること自体は無論否定しないが，指針がないために本件の

所在をせざるを得なかったという関係にはないのであって，相手

方静岡刑務所による人権侵害を否定する論拠とはならないと考え

る。 

   ② 治療としてのカウンセリング及びホルモン療法が実施されてい

ない点 

     これに加え，相手方静岡刑務所においては，申立人から，カウン

セリングの希望が述べられているが実現していない点があり，ま

た，申立人からはホルモン療法を受けることを求める旨の申立て

がなされているが，これも現在までに行われてはいない。 

     ここで，受刑中であったとしても，医療を受ける権利は保障され

るべきものである。すなわち，日本国憲法は，すべての国民に対

して，個人の尊重と生命，自由及び幸福追求に対する権利（１３

条）を保障している。また，わが国が批准する国際人権（自由権）

規約６条１項は「すべての人間は，生命に対する固有の権利を有

する。この権利は，法律によって保護される。何人も，恣意的に

その生命を奪われない。」と定め，さらに，国際人権（社会権）

規約１２条は，日本国憲法２５条よりも広く「すべての者が到達

可能な最高水準の身体及び精神の健康を享受する権利を有するこ

と」を明らかにし（１項），かつ，締約国がこの権利の完全な実

現を達成するためにとるべき措置として，(c)伝染病，風土病，職

業病その他の疾病の予防，治療及び抑圧，(d)病気の場合にすべて

の者に医療及び看護を確保するような条件の創出を明示している

（２項）。これらの権利は，被収容者を含む「すべての者」に対
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して保障されるものであって，被収容者も社会一般におけるのと

同様の医療を受ける権利を有することは明らかである。 

     また，国家は，被収容者の自由を剥奪し，拘禁した結果として，

その生命及び良好な健康状態に対する権利を確保し，被収容者の

健康を侵害しないような生活及び処遇を保障し，効果的で十分な

医療及び看護の提供と，それに関する手続を保障する責任を負う。

この点，わが国における刑事収容施設及び被収容者等の処遇に関

する法律（刑事被収容者処遇法）５６条は，「刑事施設において

は，被収容者の心身の状況を把握することに努め，被収容者の健

康及び刑事施設内の衛生を保持するため，社会一般の保健衛生及

び医療の水準に照らし適切な保健衛生上及び医療上の措置を講ず

るものとする。」との原則を定めているが，この原則はまさに，

被収容者の有する「到達可能な最高水準の身体及び精神の健康を

享受する権利」の保障という観点から捉えられなければならない

のである。 

     ここで，性同一性障がいに関しては，「性同一性障害に関する診

断と治療のガイドライン」において，医療のあり方として，カウ

ンセリング療法，ホルモン療法，性別適合手術などの治療が予定

されおり，これらは性同一性障がいによる性自認と肉体の不一致

を解消し，その苦痛を除去するために必要な正当な医療行為とし

て認められているものと言うべきである。従って，こうした医療

を受ける機会の保障は，上記の医療を受ける権利の保障の範囲と

して，被拘禁者であっても認められるべきものであると考えられ

る。 

     こうした治療のうち，カウンセリング療法は，診断やその後の治

療の要否を判断する上でも重要な基本的な治療というべきであ

り，侵襲性もなく，性自認と異なる収容区分におかれ，多大な精

神的苦痛を受けている申立人にとっても，その必要性は高いもの

と言える。従って，申立人に対して医療を受ける機会を保障する

という観点からも，申立人に対してカウンセリングの機会が保障

される必要があり，これが何ら実施されていないことは人権を侵

害しているものと言わざるを得ない。 

     この点，相手方静岡刑務所の回答によれば，申立人からの診察の

申し出があったが，申立人によって取り下げられているとし，こ
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のために何らの医療も行っていないと主張するものと思われる

が，この際の経過のみを見ても，申立人は，受診は希望したが，

相手方施設での医務の受診を求めなかったというのであって，要

は外部での受診を希望していたものと思われるところであり，本

申立てにおける申立人の主張に照らしても，申立人の外部の医療

機関における専門的な医師による受診の希望は，少なくとも表明

されていたと言える。こうした申立人の希望に対して，性同一性

障がいに関する治療可能な医師による診察の機会が一切提供され

なかったというべきものである。相手方静岡刑務所は，医療に関

する処遇の方針として，「医療上の必要性が認められる場合を除

き，性同一性に着目した治療は原則として実施していません。」

と回答しているが，そもそもこうした方針自体，自らの個性の中

心とも言うべき性別を否定されることによる重大な苦痛故に，そ

の緩和のための医療的な措置の必要とあり方が専門医らの検討の

上で，ガイドラインとして広く表明されていることを全く理解し

ないものであり，個別の判断以前に，方針自体としても見直す必

要があろう。  

また，申立人は，継続的に性自認と異なる性別による処遇によ

る苦痛を訴え続けており，さらには，黒羽刑務所収容時には，性

自認と異なる処遇を受けていることを発端とする他害行為まで生

じており，また，そもそも入浴を長期間にわたって拒まざるを得

ない状態自体，言うなれば自傷的な行為とも解されるものであろ

う。かかる状態にあっても，何ら「医療上の必要性」がないとす

るのであれば，およそ深刻な自傷行為などに及ばない限り，カウ

ンセリングの機会すら与えられない可能性すらあるのであり，か

かる方針では，実質的に医療を受ける機会の保障はなされていな

いと評さざるを得ない。 

     これに対し，上記ガイドラインの予定する治療のうち，ホルモン

療法及び性別適合手術は，本来，侵襲性が高い医療を行うもので

あるため，本人の意思の確認は勿論，その医療的な適応を慎重に

判断する必要があり，上記ガイドラインもこうしたプロセスを十

分に考慮したものとなっていると評価できる。 

     このため，抽象的には性同一性障がいによる肉体的な状態と性自

認の不一致による苦痛の緩和のためにホルモン療法の実施が認め
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られるべきものではあるとしても，これを直ちに実施すべき場合

であるかは，当事者の状態に応じた医学的な判断も必要と考えら

れるものであり，その要望に応じて治療を行っていないことのみ

で，直ちに人権を侵害したものとまで断ずることはできない。 

     そこで，本件申立人の医療に関する状況に関して見ると，申立人

は，少なくともカウンセリング療法及びホルモン療法とも長期に

わたって中断している状態であり，ホルモン療法を再開するにあ

たっても，少なくとも上記に挙げたカウンセリング治療の再開や

処遇の改善の上で，なお，ホルモン療法まで必要とするか，本人

の意思を前提に，医師の医学的判断も含めて考える必要があると

考えられる。この点について，申立人の診断を行った医師に現時

点での治療の要否等についてヒアリングを実施したところでも，

申立人の現状を診察していないために具体的な判断が困難である

との回答であった。  

かかる点からすれば，申立人が要望していながら，ホルモン療

法を行っていないことを以て，直ちに人権侵害にあたると言うこ

とまではできない。  

   ③ 小括 

     以上より，相手方静岡刑務所については，男性刑務所への収容自

体は直ちに人権を侵害したものではないが，カウンセリングの機

会を設けるなど，性自認と異なる男性としての収容を行うことに

伴う苦痛の緩和のための措置が行われていない点では，人権を侵

害したものと言うべきである。また，申立人に対して，女性用衣

類の貸与を認めていない点，調髪を男性の基準によって行ってい

る点，全裸にして行った検身及び入浴時に女性職員の立会いによ

ってなされていない点，その他の処遇においても女性職員の配置

がありながら，一切申立人の処遇に女性職員をあたらせていない

点及び申立人の申し出にもかかわらず，性同一性障害に関して治

療可能な医師による診察の機会が与えられていない点は，いずれ

も人権侵害というべきである。 

 

 ５ 相手方に対する決定の検討 

(1) 相手方東京拘置所 

    上記に指摘したように，相手方東京拘置所における処遇は，１回目



 

24 
 

及び２回目の収容期間いずれの処遇も，申立人の人権を侵害するもの

である。 

    ここで，既に前件勧告書において，同一の申立人からの申立てによ

り，相手方黒羽刑務所及び相手方法務省に対する勧告を行っているこ

とから，改めて相手方東京拘置所に対する決定を行うべきかについて

も検討する。 

    相手方東京拘置所の収容期間は，いずれも前記決定の以前であり，

相手方が異なるものではあるが，同決定が相手方東京拘置所にも参考

送付されていることからも，本件に上げた処遇の人権侵害性及びその

改善のあり方も事実上指摘されているとも言えるため，この点から

は，改めて決定を行う必要性がないとも考えられる。 

    しかしながら，相手方東京拘置所の処遇，とりわけ２回目の収容期

間における処遇は，前件勧告書の相手方黒羽刑務所及び本件の相手方

静岡刑務所でも行われていた浴室の遮蔽すら実施を取りやめ，また，

自弁の女性下着の着用も認めなかった上，相手方静岡刑務所で実施す

る調髪の基準よりも厳しい基準の適用を行うなど，申立人の性自認へ

の配慮を欠いたものであって，その程度も他の施設に比しても重いと

言わざるを得ない。 

    このため，相手方東京拘置所に対しては，改めて，結論のとおり，

勧告を行うことが相当と思料する。 

(2) 相手方静岡刑務所について 

    これに対して，相手方静岡刑務所に関しては，本件で対象とする処

遇の期間は，前件勧告書の前後にまたがるものであるが，相手方静

岡刑務所にも前件勧告書は参考送付されているものであるため，同

様に改めて決定を要するかを検討する。 

    相手方静岡刑務所において，その処遇が人権侵害にあたることは，

先に述べているとおりであるが，他方で，相手方静岡刑務所におい

ては，申立人に対し，性自認を中心に据えたものではないとはいえ，

個別の処遇の指針を設け，具体的には，日常的な居室の遮蔽によっ

て，男性刑務官の目から常時さらされないような配慮を行うなど，

性同一性障がいを有する申立人に対する苦痛への配慮の姿勢自体は

認められるところである。この点を考慮した場合，既に参考送付に

よって前件勧告書が示されていることに加えて，新たな決定までは

要さないと考えることもできる。 
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    しかしながら，他方で，相手方静岡刑務所の配慮は，申立人の性自

認の尊重の点では不十分なものであると言わざるを得ず，性同一性

障がいに対する無理解から生じたものとしても，性同一性障がいに

ついて十分に理解して，処遇を検討すること自体が，強制的に被収

容者を収容している刑事施設の本来の責任であると考えれば，上記

配慮を過大に評価することもできない。 

    また，相手方静岡刑務所は，前件勧告書の参考送付以降も，法務省

の指針等が示されるまで処遇を変える考えではないとしており，施

設ごとに処遇を検討して対応している現状にあるとの法務省の見解

に基づけば，自ら取り組むべき処遇改善の責任を放棄しているとも

言いうるものである。 

    以上の点からすれば，相手方静岡刑務所に対しても，改めて，結論

のとおり勧告を行うことが相当であると思料する。 

(3) 法務省について 

    法務省は，前件勧告書の相手方でもあり，申立人の申立内容も，個々

の処遇の改善とともに，政策的な対応を求める内容であり，申立自

体は，その責任を負う法務省をも含むものとも考えられるため，前

件同様に相手方として新たな決定を行うべきかを検討する。  

    ここで前記の法務省へのヒアリング結果によれば，法務省は，前件

勧告が出された２００９年度において，刑事施設における性同一性

障がいを有する者の収容及び処遇状況を，網羅的なものではないと

しても調査し，これを受けて処遇指針の策定には着手しているとの

ことである。具体的な指針の内容について回答は得られていないが，

前件勧告以降において，性同一性障がいを有する者の刑事施設収容

時の処遇の問題について，一定の取組みがなされていることは認め

ることができる。従って，現時点でなお，指針策定には至っていな

いが，前件勧告への対応はとられていると評価することはできるの

であり，現時点で直ちに新たな決定を行うまでの必要まではないと

考えられる。 

    ただし，ヒアリング時に回答された指針策定の目途を経過しても，

現時点でなお指針策定の目途がないと回答されていることから，早

急な指針の策定を促すことは必要であり，また，前件あるいは本件

事例がありながらも，刑事施設ごとの対応で適正な対応はとられて

いると考えているとの見解からすれば，指針について性自認を尊重
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した十分な内容となるかについては，なお，懸念があるため，各相

手方への決定に際しては，法務省に対しても改めて参考送付するな

どして，本件に関する見解を示すことが必要であると考える。 

                                   

以 上  
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